
「野洲川および甲賀・湖南圏域の取組方針」に基づく平成 30 年度の取組内容 

 

課題 
取組 
番号 

取組内容 草津市 守山市 栗東市 野洲市 湖南市 近江八幡市 甲賀市 

 

①逃げ遅れをなくすための避難行動、長期的な避難のための取組 

■避難勧告等の発令に着目したタイムラインの作成・活用等 

C 1 広域的な連携に資するタイムラインへの見直し ● ● ● ● ● 〇 〇 

 

■ハザードマップの作成・周知等 

D 8 
想定最大規模の洪水浸水想定区域を考慮したハザードマ
ップの更新（避難経路の追加等）および周知 

● ● ● ● ●   

E 9 
長期間に及ぶ浸水継続地域、野洲川上流や日野川等の氾
濫も想定した広域的な避難計画の作成 

● ● ● ● ● 〇 〇 

G 11 
逃げ遅れをなくすため、高齢者及び避難行動要支援者の
避難計画の作成 

〇 〇 ● 〇 〇 〇 ● 

G 13 避難誘導マニュアルの作成 継続 継続 継続 継続 継続 継続 継続 

 

■防災に関する啓発活動、水害（防災）教育の拡充 

H 14 
防災に関する補助教材を活用した小中学校と連携した防
災に関する出前講座の取組み 

継続 継続 継続 継続 継続  〇 

H 15 
水災害に対する防災教育に関する指導計画の作成支
援および協議会の関連市における全ての学校への共
有 

〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 

H 16 小学生等を中心とした避難経路の安全利用点検 継続 継続 継続 継続 継続  〇 

H 17 「我が家の避難カード」の作成 継続 継続 継続 継続 継続  〇 

 

■避難行動のための情報発信等 

F 21 
避難情報を各世帯へ確実に届けるため防災行政無線等の
普及（無線のデジタル化等） 

継続 継続 継続 継続 継続  継続 

F 22 
避難情報を対象者へ確実に届けるためにケーブルテレビ
や防災メールへの登録、配信サービスや SNS の活用等 

継続 継続 継続 継続 継続 継続 継続 

F 24 道路付帯施設（照明柱等）への避難誘導表示の整備 継続 継続 継続 継続 継続  継続 

 

：協議会全体の取組 ：国または県と協働した取組  

 

  

（●：モデル市としての取組   ○：モデル市の取組状況や国・県の支援等を受けて実施する取組） 
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課題 
取組 
番号 

取組内容 草津市 守山市 栗東市 野洲市 湖南市 近江八幡市 甲賀市 

 

②確実な避難時間の確保、浸水被害軽減のための水防活動の取組 

■水防体制の強化 

I 28 水防団員や消防団員の募集の強化 継続 継続 継続 継続 継続 継続 継続 

I 29 
自主防災組織の活用、強化（組織の育成や立上げサポー
ト等） 

継続 継続 継続 継続 ● 継続 ● 

I 30 水防技術に関する勉強会の実施 継続 継続 継続 継続 継続   

I 31 
ロールプレイング方式による情報伝達訓練の実施による
連絡体制の強化・確認（タイムラインの活用） 

継続 継続 継続 継続 継続  〇 

J 32 
市を越えた水防訓練の検討（広域避難計画の作成後に訓
練を実施予定） 

 ●  ●  継続  

J 33 防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行える MCA 無線の整備 継続 継続 継続 継続 -   

 

■水防活動支援のための情報公開、情報共有 

K 34 
重要水防箇所の情報共有と関係市による共同点検（国管
理区間） 

継続 継続 継続 継続 継続   

K 35 
重要水防箇所について 5 ヶ年点検計画を作成し、河川管
理者と関係市により共同点検（県管理区間） 

〇 〇 〇 〇 〇  〇 

K 36 
水防資機材について、河川管理者、水防活動に関わる
関係者が共同して点検を実施 

      〇 

 

■市庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進 

L 46 
危険性の高い中小河川における避難判断の目安の検
討 ●       

 

③生活再建、社会経済活動を一刻も早く回復させるための復旧活動の取組 

■排水活動及び施設運用に関する取組 

M 49 
基地被災時を想定した衛星通信車や対策本部車を利用し
た訓練の実施 ● ● ● ●    

M 51 
浸水が 4 週間以上に及ぶ湖岸地域の早期復旧に資する資
機材の広域的な輸送計画の作成 〇 〇 〇 〇 〇   

M 52 広域的に資材を運用するための調整の実施 〇 〇 〇 〇 〇   

 

：協議会全体の取組 ：国または県と協働した取組  

 

 

（●：モデル市としての取組   ○：モデル市の取組状況や国・県の支援等を受けて実施する取組） 
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水防法の改正について
（要配慮者利用施設の避難体制の強化）
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水防法の改正による要配慮者利用施設の避難確保対策

⽔防法 改正    要配慮者利⽤施設  避難確保計画 作
成」及び「訓練」が義務化されました。
・⽔防法及び⼟砂災害防⽌法の改正（H29.6）により、洪⽔による浸⽔が想定される区域
や⼟砂災害(特別)警戒区域内 要配慮者利⽤施設     避難確保計画 作成及 
訓練の実施が義務化されました。

 計画 作成   場合   市町村⻑   指⽰    従   場合    旨 公表 
れます。

国・都道府県 市 要配慮者利⽤施設※ 管理者等

河川 氾濫  場合等
に浸⽔が想定される区
域を洪⽔浸⽔想定区域
として指定

地域防災計画に、
浸⽔想定区域内の
要配慮者利⽤施設
※及び当該施設への
洪⽔予報等の伝達
⽅法を記載

避難確保計画の作成、訓練の実施
（義務）
⾃衛防災組織 設置（努⼒義務）

※要配慮者利⽤施設
 社会福祉施設 学校 医療
施設その他の主として防災上の
配慮 要  ⽅々 利⽤  施
設で、市町村防災計画にその名
称・所在が定められた施設

水防法第１４条

水防法第15条

水防法第15条の3

例
え
ば
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適切な避難確保対策の作成に向けて

各市  願        理解        
浸⽔想定区域内   利⽤者 迅速  円滑 避難 確保 必要 要配慮者利⽤施
設 適切 指定    
指定された施設については、地域防災計画の改定にあわせ、当該施設への洪⽔予報等の
伝達⽅法及び指定の必要性を定期的に確認すること
   浸⽔想定区域 ⾒直  要配慮者利⽤施設 実態等 踏   適宜 施設の指
定 ⾒直  検討        要配慮者利⽤施設  洪⽔予報等 情報伝達訓練 
実施することが望ましいこと

市 要配慮者利⽤施設 管理者

避難確保計画の
作成

避難訓練の実施

要配慮者利⽤施設 指定

避難確保計画の作成の⽀援

避難確保計画の作成の確認

避難訓練の実施の⽀援

支援

支援

報告

指定

避難確保計画の作成にあ
たっては各種手引き・ツー
ルが整備済み

指示・公表
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避難確保計画の確実な点検について

計画の点検に際しては、各施設を所管する都道府県⼜は市町村が関係部局と連携して
⾏  計画内容 共有
計画 点検  際                  留意点     マニュアルを作成

点検の際の役割分担のイメージ

点検マニュアル

計画点検 流 
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避難確保計画の確実な点検について

⺠⽣主管部局 施設 運営等 関  事項     防災主管部局 避難先等 関 
 事項    下記 例    分担  点検  等    効果的 効率的 計画 点
検を進めることが望ましい。

点検の際の役割分担のイメージ
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1

要配慮者利用施設における
避難確保計画、訓練について

滋賀県の取組
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これまでの取組など
■ 平成28年度

・ 洪⽔時等 適切 避難⾏動       要配慮者利⽤施設 
管理者 対  ⽔害 ⼟砂災害  備  関  説明会 開催

■ 平成29年度
・ 施設の浸⽔等リスク⼀覧（リスク抽出マップ）を市町へ提供
・ 要配慮者利⽤施設 係 避難確保計画作成 ⼿引 （案）

【⽔害・⼟砂災害編】（滋賀県版）を作成
・ 地域防災計画への位置づけに関する情報を提供、マニュアルに関

する勉強会を実施
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⽔害 ⼟砂災害  備  関  要配慮者利⽤施設管理者向 説明会 実施

平成28年8⽉の台⾵第10号による災害を踏まえ、滋賀県防災危機管理局 健康医療福祉部 ⼟⽊交通
部  国⼟交通省 連携  県内 要配慮者利⽤施設 管理者 対象  ⽔害 ⼟砂災害時 避難  
  防災情報等 関  理解 深         説明会 開催   

圏域 開催⽇時 場所 出席
施設数

案内送付
施設数

⾼島 H28.12.19 ⾼島市観光物産プラザ 64 136

湖北 H29.1.27 ⻑浜市浅井⽂化   116 292

湖東 H29.2.9 ひこね燦パレス 82 329

⼤津 H29.2.17 ⼤津市⽣涯学習センター 155 588

東近江 H29.3.1 東近江市あかね⽂化ホール 85 483

甲賀 H29.3.7 甲賀市甲南情報交流    60 304

南部 H29.3.15 守⼭市⺠   ⼩   304 590

■説明内容
（１）⽔害・⼟砂災害に備えて 〔国⼟交通省 近畿地⽅整備局〕
（２）社会福祉施設等    利⽤者 安全確保   ⾮常災害時 体制整備 強化 徹底    

〔滋賀県 健康医療福祉部〕
（３）防災気象情報の活⽤について 〔気象庁 彦根地⽅気象台〕
（４）防災情報等の提供について 〔国⼟交通省 近畿地⽅整備局、滋賀県 ⼟⽊交通部〕
■開催記録
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4施設の浸⽔等リスク⼀覧（リスク抽出マップ）を市町へ提供
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5要配慮者利⽤施設 係 避難確保計画作成 ⼿引 （案）
【⽔害・⼟砂災害編】（滋賀県版）を作成
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地域住民と連携した自転車による現地調査～水害リスクの意識を高める～

■ 取組方針において、「地域住民と連携したサイクリングや、まちあるきによる避難経路・河川周辺の現地調査」を
協議会全体の取組項目として設定。

■ STEP1（取組準備）として、関係機関職員により、平成29年3月14日にキックオフとしての現地調査を実施し、10
月18日に管理用通路、サイクリングロードの点検を行うとともに、意見交換を実施。

■ 平成30年度は、STEP2（地域・共助への働きかけ）として、自主防災組織の役員の方を対象に現地調査を予定。

STEP1
（実施済）

STEP2
（今年度
実施予定）

STEP3

STEP4

STEP5

取組のステップアップのイメージ図

項目 内容（案）

参加対象 自主防災組織役員

参加人数 １０～２０名程度

想定時間 ２時間程度

平成３０年度の実施要綱案

自転車での調査状況

平成２９年３月１４日実施

平成２９年１０月１８日実施
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野洲川危機管理型水位計 設置予定箇所位置図

設置予定箇所①：
左岸6.6k付近

野洲川

琵
琶
湖

N

野洲水位観測所

服部水位観測所

凡 例
・・・水位観測所
・・・危機管理型水位計（計画）

中郡橋水位観測所

設置予定箇所②：
右岸12.8k付近

野洲川（国管理区間）おける危機管理型水位計の配置計画

■ 野洲川（国管理区間）においては、２箇所（左岸6.6k付近、右岸12.8k付近)に危機管理型水位計を配置予定
■ 平成３０年度に、設置方法等の詳細設計を実施の上、設置予定
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防災教育の促進について

防災教育の先⾏校 ： 栗東市⽴葉⼭⼩学校

野洲川地域安全懇談会において、防災教育の先⾏校の候補を募集

作成した指導計画等は協議会に関連する市の全ての学校へ共有

改訂された新学習指導要領に基づく防災教育として各学校にて授業を実施

平
成

30
年
度

・防災教育に関する指導計画（案）
等作成

・先行校での試行授業の実施先⾏校
（葉⼭⼩学校）

野洲川地域
安全協議会

野洲川地域安全協議会と先⾏校で連携し、指導計画等を作成

連携連携
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